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１．2020年の中国経済展望

⑴　中国を取り巻く内外情勢
　2020年１月15日、米中貿易交渉はフェーズ１

の合意に達した。中国は大量の米国製品・商品を

購入し、米国は追加的な制裁関税引き上げを行わ

ないというもので、これを受けて株価が上昇した

ところへコロナ問題が報じられた。１月23日に

武漢市が封鎖され、その後、急速に状況が悪化し

た。足元（７月初）では、中国は感染拡大を抑え、

危機から脱したと発表したが、北京及びその周辺

の河北省を中心に、第２波と疑われる感染が報告

されている。５月22 ～ 28日に北京で全国人民代

表大会が開催され、3,000人の代表をはじめ、中

国全土から多くの人々が北京に集結したため、ウ

イルスが持ち込まれたのではないかと言われてい

る。コロナの問題に終わりはないと考えており、

今後、コロナの存在は常態化していくだろう。

　中国を取り巻く情勢として、米中関係は新たな

冷戦に突入すると言われている。香港問題は、台

湾問題とコインの表裏の関係にある。更に、南シ

ナ海及び東シナ海の情勢も注目される。これまで

にない動きとして、中国とインドの関係が悪化し

ている。一方、中国国内の動きを見ると、米中貿

易戦争によって国際貿易が阻まれ、「中国製造

2025」が難航している。雇用の問題も起きており、

新型コロナ危機の行き着くところは債務危機だ。

また、サプライチェーンの在り方についても考え

直さなければならない。

⑵　深刻な雇用の悪化
　12年以降、全国人民代表大会（全人代、国会
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